
令和４年度 佐賀県立佐賀工業高等学校 【定時制】 

 

スクール・ミッション 

本校は県内で初めて設立された工業高校であり、校訓「至誠剛健」のもと生徒を育成し、地域

産業界をはじめ日本のものづくり界に多くの人材を輩出し、伝統を築いてきた。特に県中部の立

地的強みを生かし、地域社会、産業界、大学等と連携した教育を展開してきた。 

現在、急速な技術革新や第４次産業革命が進んでおり、この状況はさらに加速していくと考え

られる。このため、本校の使命は、地域産業の発展のみならず、日本の産業界を牽引し、倫理観を

もって未来に貢献する優秀な工業技術者を育成することである。 

そのためには、時代に即した柔軟な考え方を創造できることが必要であることから、主体的な

学び、協働学習、探究活動を重視した教育を実践する。さらに、専門分野の基礎的な知識・技術を

習得するとともに、先端的技術と融合させた学習を取り入れ、文武バランスの取れた環境を整え

ることで、自ら学び、考え、行動できる生徒の育成を目指す。 

        校訓  「至誠剛健」（誠実で心身ともに逞しく） 

 

スクール・ポリシー 

１．グラデュエーション・ポリシー （育成を目指す資質・能力に関する方針） 

本校定時制では、このような力を育てます。 

１ 校訓『至誠剛健』のもと、佐工生としての誇りを持ってものづくりに積極的に挑む積極性、地

域・社会に貢献する技能・技術を育成します。 

２ 基本的生活習慣の確立、社会で通用する基礎学力を育成します。 

３ 自ら目標を持ち日々心身を鍛錬し、気力・体力の充実に努める姿勢を育成します。 

４ 社会的・職業的自立に向けた勤労観や職業観を育成します。 

５ 多様性を受け入れ、人権感覚を持った豊かな心を育成します。 

 

２．カリキュラム・ポリシー （教育課程編成及び実施に関する方針）  

本校定時制では、このような学習活動・教育活動を実践します。 

１ すべての学習において少人数でのきめ細やかな指導により、一人一人を尊重し、安心して取り

組める授業を実施します。 

２ 徹底した生徒理解と、適性に応じた進路指導を行い、生徒の個性・能力・特技の伸長に努めま

す。 

３ 新しい単元へ入る時は義務教育段階の既習事項の学び直しを行い、基礎学力の定着と家庭学習

の習慣化に取り組みます。 

４ 資格取得を目指すにあたり、各科の枠を超えて、幅広く職業に興味・関心を持たせるとともに、

座学・実技は個別に指導を行います。 

５ アルバイトや社会活動を推奨し、学校外での活動を通じ、社会人としての基礎力の養成に努め

ます。 

 

３．アドミッション・ポリシー （入学者受け入れに関する方針） 

本校定時制では、このような生徒を待っています。 

１ 仕事と学業の両立を目指し、まわりの人と力を合わせて物事に取り組む協調性のある生徒 



２ 就職または進学を目標とし、高校を卒業したいという強い気持ちを持った生徒 

３ ものづくりに興味・関心を持ち、資格取得に意欲的に取り組むことができる生徒 

４ まわりの人の考えや気持ちを大切にできる生徒 

５ 学習だけでなく部活動・学校行事などにも積極的に取り組む生徒 

 

２ 学校運営計画 

（１） 本年度の重点目標 

 ～“ものづくり”から“者(ひと)づくり”そして“未来(あす)づくり”～ 

ア 新たな課題への着実な対応 

・スクール・ミッション、スクール・ポリシーに基づく教育活動の展開、新学習指導要領

実施に伴う主体的・対話的で深い学びの実現や適切な学習評価の実践、18歳成人に伴う諸

課題の整理と対応など、新しい課題に対してカリキュラムマネジメントの視点をもって教

育活動全体で着実に対応を進めていく。 

イ 深い生徒理解に基づく指導 

・学級、学年、科、部活動など様々な場面で生徒一人ひとりをよく観察し、多様な座標軸

で生徒を理解し、生徒の良さを広く共有して最大限伸ばすことを目指し、入学から卒業、

さらにその先までを見通した指導を実践する。（徹底した生徒理解と共有） 

ウ 規律ある高校生活の定着 

・早期の進路目標を立て、校則の理解や遵守及び挨拶の励行を徹底するとともに、自然を

愛し、生命を重んじる豊かな心を育成する。（中途退学者・問題行動者ゼロ、皆勤者増な

どの実現） 

エ ものづくり教育の推進 

・資格取得や各種競技会などを通して、個々のチャレンジマインドの向上を図り、ものづ

くりへの興味関心の向上に取り組む。（ジュニア・マイスター取得者増や各種競技会上位

入賞者増の達成） 

オ 開かれた学校づくりの推進 

・地域や小・中学校等に対して積極的な情報発信を行い、工業高校への理解や連携を深め

る。危機管理意識に基づく情報公開により安全・安心な教育活動を展開する。（工業科教

育内容・魅力の理解と各学科の志願者増を図る。危機管理能力の向上） 

 

（２） 具体的な実践項目 

・全職員で実践することで、教育活動のあらゆる場面において共通認識に基づき統一した指

導を行い、以下の具体的な教育目標の達成を目指す。 

ア 学力の向上（日々の学習、“学びの時間”による学習意欲の定着） 

（ア） 授業が基本であることを再認識し、生徒一人ひとりの状況を踏まえて分かる授業を実

践するための教科研究を十分に行い、ＩＣＴ機器も積極的に活用しながら学力の向上・

定着を図り、探究的な活動を実践することで、主体的学習態度を育む。 

（イ） “学びの時間”等を通して基礎学力の修得及び自主学習、家庭学習の習慣化を図り、

学力向上を目指す。 

（ウ） ものづくりを通して工業に関する技術・技能を習得させるとともに、授業や実習の工

夫改善を図り、関心、意欲、創造力、問題解決能力、協働する態度等を育てる。 

（エ） 資格取得や各種コンテストに取り組ませることで、学習への興味・関心を持たせ、将

来にわたって自ら学び続けることができる人間を育てる。 



イ 生徒指導の徹底（規範意識、挨拶、礼儀、マナーの向上） 

（ア） 社会生活をする上で大切であり、人格の形成にも大きく係わる基本的生活習慣を身に

付けさせるための生活指導を徹底する。 

（イ） 自他の生命を思いやり、人権を尊ぶ豊かな心の教育を根幹に置き、暴力やいじめ等の

未然防止に努める。 

（ウ） 服装・挨拶・マナー指導には、徹底して全職員で取り組むとともに、生徒自らに考え

させる機会をつくり、保護者へも紹介し、連携した取り組みを行う。 

ウ 進路指導の充実  （満足度の高い進路の実現） 

（ア） 生徒一人ひとりが満足度の高い進路を実現できるよう、発達段階に応じた組織的・計

画的なキャリア教育を行う。 

（イ） 将来の在り方生き方を主体的に考えさせ、自己実現に向けた望ましい勤労観・職業観

を育成する。 

（ウ） 進路先の開拓や情報の収集・整備に努めるとともに、生徒一人ひとりの個性や適性、

希望等に応じた進路選択につなげるキャリアカウンセリング体制を充実する。 

（エ） 県内企業の周知や企業理解を図り、関係機関とも協力及び連携して県内企業就業や理

解を促進する。また、県内就職支援員の積極的な活用を行う。 

エ 特別教育活動の推進（主体的に活動する力を養う） 

（ア） 部活動やホームルーム活動、生徒会活動及び学校行事は、全人的教育の場であるとい

う認識に立ち、それぞれの目標達成のための各活動の活性化に努めるとともに、他の諸

活動や授業とのつながりを生かして、心身共に健康で協調性豊かな生徒の育成を図る。 

（イ） ものづくりの根本に安全教育があることを認識し、５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・

躾）運動を推進する。 

（ウ） ものづくりや部活動等において、「地域連携・貢献」という視点を取り入れ、学校や

生徒が持つ技術力や行動力を生かし、地域に積極的に貢献する。 

オ 教育相談の充実（心の教育を大切にする） 

（ア） 全教職員がカウンセリングマインドを持ち、生徒への相談支援システムの構築や相談

環境の整備に努める。 

（イ） 担任・副担任・部活動顧問等と教育相談、スクールカウンセラー、養護教諭等との連

携を密にし、全教職員が共通理解を図りながら心の教育にあたる。 

カ 人権・同和教育の推進（人権尊重の精神と態度を養う） 

（ア） 人権・同和教育の視点に立った人権尊重の教育を、学校教育活動のあらゆる面に位置

づけて実践していく。 

（イ） 差別の現実に深く学ぶ姿勢を持ち、被差別部落の人々に対する部落差別の問題を正し

く認識させる。 

（ウ） それぞれに異なる個性を持つ生徒たちが互いを認め合い尊重する精神と態度を養う。 

キ 事務職員の学校運営への積極的参画（教員等との連携の推進） 

(ア) 教育行政職の専門性を生かし、経営的視点を持って学校運営に積極的に参画する。 

(イ) 学校への第一印象が決まる窓口業務において、窓口・電話・来客対応等、速やかで丁寧

な対応を心がけるとともに接遇力の向上に努める。 

(ウ) 各種証明書等に関する問合せ・発行について、関係する教員等と連携し速やかな対応に

努める。 

ク 教職員の健全な勤務時間の適正化 

（ア） 勤務時間等の適正化と職場環境の改善を図り、教職員の勤労意欲の増進・活力の維



持を促し効果的な教育活動を実施する。 

（イ） 学校行事の精選・統合を図るとともに、業務分担の標準化を推進する。 

（ウ） 諸会議における会議目的の明確化と時間配分及び資料の事前配付等により勤務時間

内に実施する。 

（エ） 出退勤管理システムを活用して働き方を客観的に振り返るとともに、業務の効率化に

個人・組織として取り組む。 

 


